
2006年度秋期　京都労働学校（夜間）「知っておきたい　労働法講座」
第６回「育児・介護休業法」

2006.11.14. 　佐藤敬二

はじめに
1.前回の内容・質問

2.本日の予定

　　前半：１．具体例、２．育児・介護休業法の概要

　　後半：３．育児・介護休業法の内容、４．論点

　

１．具体例から：明治図書出版事件判決　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料１］参照

　1.内容

　2.特徴

　　　1)改正育児休業法26条を根拠として始めての判決

　　　　　本件は育児に関しての事例、介護に関して同様の判断を行った例

→ネスレジャパンホールディング事件　　　　　　　　　　　　　　［資料２］参照

　　　2)配転命令権についての最高裁判決以来、労働者に厳しい判断が続く中で、勝訴判決


Ｑ１．労働者の配置について使用者はどこまで配慮すればよいと考えますか？

Ｑ２．必要な手続きとれば義務違反を回避できるでしょうか？

２．育児・介護休業法の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料３］参照
　1.育児休業

　　　1)内容：1.一歳未満（特別事情で6ヶ月延長）の子を養育する男女労働者に育児休業

　　  　      2.育児休業をしない労働者に対する特別措置の義務

　　  　      3.一歳から小学校就学までの子を養育する男女労働者に必要な措置義務

　　  　      4.休業中の収入：雇用保険から休業前賃金の４０％を支給

　　　　　　　5.有期雇用労働者も１年以上継続雇用で１歳以降も雇用見込みであれば適用

  　  2)特徴：1.男女労働者に保障、2.労働者の権利（使用者は拒むことができない）

　　  3)現状：男性労働者の取得は極端に少ない

　　  4)問題：1.実効性：努力義務、

2.休業期間中の所得保障、

3.復職の権利

4.有期労働者への適用

　2.介護休業

　　　1)内容：1.常時介護を要する家族一人につき要介護毎に１回、通算93日

　　　　　　　2.介護のための時間短縮

　　　　　　　3.休業中の収入：雇用保険から休業前賃金の４０％を支給

　　　　　　　4.有期雇用労働者も１年以上継続雇用で93日以降も雇用見込みであれば適用
　　　2)現状：

3)問題：1.育児休業と同様

　　　　2.２週間は使用者が開始日を指定できる

　　　　3.休業中の健康保険・厚生年金保険の保険料負担

　3.子の看護休業

1)内容：1.小学校就学前の子を養育する男女労働者

              2.１年に５労働日を限度として取得の権利

３．育児・介護休業法の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［事前配布資料］参照
　1.総則（1条～4条）

1)目的（1条）：両立支援　cf.ファミリー・フレンドリー企業

2)定義（2条）：「労働者」は労基法９条、日々雇用者は除き有期契約労働者は含む

3)基本的理念（3条）

　　　4)関係者の責務（4条）

　　　　　使用者の具体的義務は2章から6章に規定、それ以外についても配慮すべきことの訓示規定で具体的義務ではない（平16.12.28　職発1228001号）

　2.育児休業（第２章）
1)育児休業の申出（5条）

1.１歳未満、保育所が見つからない場合には１歳６ヶ月まで

2.申し出による（「労働者自身の選択に任せられている」平16.12.28　職発1228001）

3.有期労働契約：１年以上の継続雇用、１歳以降も雇用の見込み

　　なお、実質的に期間の定めない契約と同様であれば、無期契約と扱われる

　　　2)事業主の義務（6条）

　　　　　1.申出を拒むことができない

　　　　　2.過半数代表との書面協定により、雇用期間が１年未満の者、専業主婦（夫）のある者、１年以内の退職予定者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

　　　　　3.申出から開始日まで一ヶ月ない場合には、１ヶ月までの間で開始日を指定できる

　　　3)変更（7条）・撤回（8条）

　　　　　1.予定日より早く出産等の場合に１度のみ開始日の繰り上げが可能

　　　　　　　繰り下げはできない（労使合意で実施は可能）、６ヶ月延長制度は繰り上げなし

　　　　　2.終了予定日を一度のみ繰り下げることが可能

　　　　　3.前日までに撤回でき、配偶者の死亡・離婚がない限り再申出はできない

　　　4)育児休業期間（9条）

　　　　　1.開始予定日から終了予定日まで

　　　　　2.子の死亡・離縁・養育能力喪失により終了

　　　　　　　一時的に養育の必要がなくなっても当然終了にはならない、

ただし、労使合意により就労は可能、その場合でも、必要が生じれば再開可能

　　　　　　　休業期間中に他社で就労した場合には懲戒対象となりえる

　　　　　3.終了事由の通知義務、ただし、通知がなくとも終了

　　　5)不利益取り扱いの禁止（10条）

　　　　　1.解雇その他の不利益、因果関係が必要

　　　　　2.指針参照←例示であるので、それ以外の事由もありえる

　　　6)育児休業給付（雇用保険法61条の4～61条の6）

1.基本給付金：賃金日額の30%、ただし、給与が支払われた場合には合計して80%まで

　　　　　2.職場復帰給付金：休業終了後６ヶ月以上継続雇用により、賃金日額の10%

          3.給付制限

　3.介護休業（第３章）
　　　1)定義

　　　　　1.要介護状態にある対象家族の介護

　　　　　2.負傷、疾病、障害により常時介護：

　　　　　3.配偶者（事実婚を含む）、父母、子、同居し扶養している祖父母・兄弟姉妹・孫

配偶者の父母

      2)介護休業の申出（11条）

1.申し出による（「労働者自身の選択に任せられている」平16.12.28　職発1228001）

2.有期労働契約：１年以上の継続雇用、９３日以降も雇用の見込み

　　なお、実質的に期間の定めない契約と同様であれば、無期契約と扱われる

　　　3)事業主の義務（12条）

　　　　　1.申出を拒むことができない

　　　　　2.過半数代表との書面協定により、雇用期間が１年未満の者、93日以内の退職予定者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

　　　　　3.申出から開始日まで２週間ない場合には、２週間までの間で開始日を指定できる

4)変更（13条）・撤回（14条）

　　　　　1.終了予定日を一度のみ繰り下げることが可能

　　　　　　　繰り上げはできない（労使合意で実施は可能）

　　　　　3.前日までに撤回でき、１回に限り再申出ができる

　　　5)介護休業期間（15条）→育児休業参照

　　　6)不利益取り扱いの禁止（16条）→育児休業参照

　　　7)介護休業給付（雇用保険法61条の7～61条の8）

1.賃金日額の40%、ただし、給与が支払われた場合には合計して賃金日額の80%まで

          2.給付制限

　4.子の看護休業（第４章）

　　　1)申出（16条の2）

　　　　　1.小学校就学前の子を養育、申出、一年に５日、看護休業

          2.有期労働者についても同様

　　　　　3.負傷、疾病に制限はない　cf.介護休業では「要介護」

　　　2)事業主の義務（16条の3）

1.申出を拒むことができない

　　　　　2.過半数代表との書面協定により、雇用期間が６ヶ月未満の者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

      3)不利益取り扱いの禁止（16条の4）→育児休業参照

5.権利保障措置
　　　1)時間外労働の制限（第４章）

　　1.一月２４時間、一年１５０時間を越えて残業させてはならない

    　　　2.育児休業：雇用期間が１年未満の者、専業主婦（夫）のある者、１年以内の退職予定者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

　　　　　　介護休業：雇用期間が１年未満の者、93日以内の退職予定者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

    3.時間外労働についての要件が具備されていることが前提

2)深夜業の制限（第5章）

    1.深夜業（午後10時から午前5時）の禁止

    　　　2.育児休業：雇用期間が１年未満の者、専業主婦（夫）のある者、１年以内の退職予定者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

　　　　　　介護休業：雇用期間が１年未満の者、93日以内の退職予定者、週所定労働日数が２日未満の者、は適用除外可能

3)事業主が講ずべき措置（第6章）

    1.定めの周知義務（21条）

    2.必要な措置の努力義務（22条）

    3.勤務時間の短縮義務（23条）

　　4.３歳から小学校就学前までの子を養育する労働者への措置の努力義務（24条）

　　5.配置に関する配慮義務（26条）→次項

　　6.再雇用特別措置の努力義務（27条）

　　7.職業家庭両立推進者選任の努力義務（29条）

４．使用者の配慮義務

1.両立支援

1)ファミリー・フレンドリー企業表彰　　　　　　　　　　　　　　　　［資料４］参照

　　2)指針                                                       　   ［資料５］参照
　　3)総合的な制度整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料６］参照

　2.配置に関する配慮義務

　　　1)配転命令権に関する最高裁判決　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料７］参照

　　　　　1.包括的処分権

          2.権利濫用：業務上の必要性、不当な動機・目的、大きな不利益

　　　2)その後の裁判例：労働者に厳しい

　　　3)改正育児・介護休業法の後の裁判例

　　　4)今後の課題
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